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要旨：両袖壁付き柱の耐力と靭性を同時に改善する耐震補強法として,袖壁部分に柱幅まで

コンクリートを増し打ちし,PC鋼棒に導入する緊張力により鋼板を増し打ち補強した両袖壁

付き柱全体に圧着する方法を提案した。増し打ち部分には普通コンクリートと，あと施工ア

ンカーを用いて，補強筋を配筋する補強方法も併せて検討した。その結果,耐震補強後の高

い耐力と靭性を確保するためには,あと施工アンカーを用いた補強筋の配筋より増し打ち部

に高強度のグラウト材のみか,普通コンクリートに横補強材を配筋した方が望ましいことが

わかった。

1. はじめに

　袖壁や腰壁など二次壁の耐震補強法としては，

壁と柱の間にスリット等を設けることによって

両者を切り離し , 脆性的なせん断破壊の恐れが

ある短柱化を防止し，柱のみを耐震補強する工

法が多く採用されている。しかし,この工法は靭

性の確保のみを主な目的としているため耐力の

向上は意図していない。

　そこで著者らは , 既往の研究で耐力と靭性双

方の改善を目的とした耐震補強法を提案してき

た 1)。それは,建物の補強量を最小限に抑えなが

らも大きな補強効果を得るために , 既存の袖壁

を耐震補強の下地材として利用し , 袖壁部分を

柱幅と同等になるようにコンクリートを増し打

ちし ,その後 ,PC鋼棒に導入する緊張力によっ

て鋼板を圧着する工法である。その際,鋼板は型

枠 ,PC鋼棒はフォームタイとしてそれぞれ利用

され,増し打ちコンクリート硬化後に鋼板と PC

鋼棒は横補強材となる。このような耐震補強法

によって , 脆性的なせん断破壊をする袖壁付き

柱に高い靭性と耐力を付与することができ，安

定した弾塑性挙動を示すことが実験で明らかに

なった 2)。ただし,このことは要素実験から得ら

れたものであり , 実際の建築物では袖壁付き柱

に取り付く梁の弾塑性挙動や，基礎回転などに

注意を払う必要がある。

　さらに,より高い水平耐力を期待し,増し打ち

コンクリート部に , あと施工アンカーを利用し

て補強筋を配筋したが , 定着の不備により期待

通りの効果を得ることはできなかった 2)。

　本研究の目的は，高強度のグラウト材に代

わって普通コンクリートを用いた増し打ち部分

に , あと施工アンカーを用いて配筋した補強筋

が耐力の増大と靭性の改善に効果が期待できる

か否かを，2003年度の試験体も参照しながら加

力実験で照査することにある。

2. 実験計画

　実験により補強の差異を確認するために , 両

袖壁が柱の中心にある場合と , 柱面と両袖壁面

が一致するように偏心してある場合の 2シリー

ズを計画し , 各シリーズ共にコンクリート増し

打ち補強部の補強筋の有無と，増し打ちコンク

リートの圧縮強度を実験変数として計画した。

　実験に用いた材料の力学的性質をTable 1に示

す。耐震補強前である原試験体の配筋状況,形状

は各シリーズごとに共通であり,詳細をFig. 1に

示す。柱は 250× 250mmの正方形断面で,主筋
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にはD10を12本(pg=1.36%),帯筋には直径3.7mm

の丸鋼を 105mm間隔 (pw=0.08%)で配筋した。袖

壁部分には柱の帯筋と同じ直径 3.7mmの丸鋼を

105mm間隔で縦筋,横筋共にシングル配筋した

(ps=0.2%)。原試験体の柱のみではせん断スパン

比2.0に相当するが,両袖壁を含めると0.67の極

脆性柱になり,また柱部分は帯筋が pw=0.08%と

少ないため，何も補強を施さないと容易にせん

断破壊を起こす1)。袖壁の水平長さは柱せいと同

じ 250mm,袖壁の厚さは 50mmとした。

　袖壁部分には補強のために用いる P C 鋼棒

(13φ)を貫通させるための小孔 (φ23)を ,それぞれ

1列 5ヶ所ずつ片側 2列の計 20ヶ所設けた。既存

の柱や袖壁部と増し打ちコンクリート部の一体

化を図るためにPC鋼棒に導入した緊張応力は降

伏点強度の1/6強に相当する約250MPaでありこ

れは手動で簡便に導入できる程度の緊張応力で

ある。また,増し打ちコンクリート部に補強筋を

配筋する試験体では，アンカー筋と縦筋に D13

を，せん断補強筋にはD6を使用した。ただし,

試験体R03WE-P200SRにはD10と3.7φをそれぞ

れ用いた。アンカー筋(D13)は樹脂カプセルアン

Rebar
Hoop

PC bar
Steel plate

a(mm2) σy(MPa) Es(GPa) σu(MPa)
71
11

133
-

401
559

1220
286

173
190
200
207

569
606

338

D10
3.7φ
13φ

t=3.2

Notes: a=cross section area, σy=yield strength of steel,
         Es=Young’s modulus of elasticity,
         σu=ultimate strength of  steel, *=additional reinforcement.

Table 1 Properties of reinforcement

Rebar* D13 127 331 175 522
Hoop* D6 32 443 164 509

-

カーの製品規格に従い穿孔深さを設け，上下ス

タブに 100mmずつ慣入し,定着を図った。鋼板

(750× 970× 3.2mm)は軸圧縮力を直接負担しな

いように,鋼板と上下スタブの境界に15mmの隙

間を設けた。また，水平力と直交する袖壁側面に

は , 実際の施工の際に窓枠などが存在すること

を想定し , 鋼板を用いずに打ち放しのままであ

る。R04シリーズの試験体については,増し打ち

部に高強度の無収縮コンクリート (グラウト材 )

は用いず，普通コンクリート(25.3MPa)を充填し

た。R03シリーズにはグラウト材 (72-74MPa)を

用いた。なお，増し打ちコンクリートの施工に際

して，柱および袖壁部との打ち継ぎ面には下地

処理やスタッドジベルなどを一切施さずに，そ

Common
details

shear span to depth ratio=2.0,   axial compression ratio : N/(bDσB)=0.2, wall thickness=50mm,
rebar (column) : 12-D10 (pg=1.36%), hoop : 3.7φ-@105 (pw=0.08%),  reinforcement in wall : 3.7φ-@105 single (ps=0.2%),
PC bar : 13φ-@200, prestress : 250MPa (1225µ), steel plate : (750× 970× 3.2mm) .

Cross
section
(mm)

Table 2  Wing-wall column specimens
R04WE-P200SRR03WE-P200SRR04WE-P200SR04WC-P200SRR03WC-P200S

19.5MPa 27.8MPa 27.8MPa 19.5MPa 27.8MPa
74.0MPa 25.3MPa 25.3MPa 72.0MPa 25.3MPa

σB

σB(add.)

Additional
reinf.

Non Anchor : 4-D13
Tie : D6-@105

Anchor : 4-D10
Hoop : 3.7φ-@105

Anchor : 4-D13
Hoop : D6-@105

Non

PC bar : 13φ-@200Steel plate (t=3.2)
Anchor : 2-D13
Tie : D6-@105

Anchor : 4-D10
Hoop : 3.7φ-@41

Anchor : 4-D13
Hoop : D6-@105

Fig. 1  Details of  specimen
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損傷が防止され , 部材角が増大しても水平耐力

が低下していない。しかし，スタブと袖壁との水

平境界における曲げひび割れの影響により，エ

ネルギー吸収性に乏しく，原点付近で絞られた

V-R曲線を示すことは避けられない。また，εV-R

曲線からもわかるように，柱断面 (250×250mm)

のコンクリート強度の 20%に相当する軸圧縮力

が作用しているにも関わらず，シャープな引張

ひずみが生じている。以上より，耐震補強された

袖壁付き柱が変形能力に富んだ曲げ性状を呈し

ていることがわかる。したがって，増し打ちコン

クリートの高い圧縮強度が袖壁外縁部の曲げ圧

壊損傷を防止し，高い変形能力の確保に貢献し

ている。その結果，袖壁の取り付き位置のいかん

に関わらず，増し打ちコンクリート部が無補強

配筋である本試験体の水平耐力は，ほぼ 400kN

を維持しているとみなすことができる。

　R 0 4 シリーズの試験体は，増し打ちコンク

リートの圧縮強度が原試験体と同程度の

25.3MPaの普通コンクリートを用いたことと，

あと施工アンカーの定着に注意を払い，増し打

ちコンクリート部に補強筋 (D13)を配筋したこ

とが特徴である。その結果，補強筋を配筋した試

験体R04WC-P200SRとR04WE-P200SRは，補強

筋を配筋していない試験体R04WE-P200Sと比較

して，初期水平耐力が増大している。その中で，

試験体 R04WC-P200SRと R04WE-P200Sは部材

角Rの増大に伴い水平耐力が低下し,300kN近く

まで落ち込んでいる。しかし , 試験体 R04WE-

のまま打設を行った。

　軸圧縮力は柱断面(250×250mm)に対し,長期

軸力比に相当する N/(bDσB)=0.2とした。実験は

2台のサーボアクチュエーターで鉛直荷重と加力

ビームの水平を制御可能な加力装置を用いて ,

一定軸圧縮力下の正負繰り返し水平加力実験を

行った。加力は,部材角0.5%から0.5%の増分で

それぞれ 3回ずつ繰り返し ,R=3.0%まで強制変

形を与え , まだ靭性能が期待できる場合には

R=4.0%と 5.0%を 1回ずつ繰り返した。

3. 実験結果と考察

　Fig. 2に実験で得られたせん断力 Vと部材角

R,柱材軸上の上下端部間の伸縮量を柱内のり高

さで除して求めた平均伸縮ひずみ εvと部材角 R

の関係を示す。V-R曲線中の破線は,せん断スパ

ン比2.0の単独柱における多段配筋柱の曲げ強度

略算値を示している。なお，試験体 R 0 4 W E -

P200Sは測定装置の不備により,R=-3.0%以降の

負側の部材角では正しく測定できなかった。

   Fig. 2で R03シリーズの試験体 2体は,既発表

の試験体である 2)。試験体 R03WE-P200SRの増

し打ちコンクリート部には補強筋 (D10)が配筋

されている。しかし,あと施工アンカーの定着不

備により，補強筋が配筋されていない試験体

R03WC-P200Sとほぼ同じ弾塑性挙動を示してい

る。また，増し打ちコンクリートにグラウト材を

用いたので ,72から 74MPaと圧縮強度が高く ,

そのために増し打ちした袖壁外縁部の曲げ圧壊

Fig. 2 Measured V-R and εεεεεv-R relationships
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P200SRのみは部材角 R=3.0%までに水平耐力が

400kNまで落ち込むが , それ以降の部材角の増

大に対しては 400kNを維持している。このこと

は , コンクリートを増し打ちした袖壁外縁部の

曲げ圧壊損傷を防止できたか否かに依存してい

ると考えられる。すなわち,R03シリーズと異な

り,R04シリーズは増し打ちコンクリート部の圧

縮強度が低いので曲げ圧壊損傷を生じやすい。

しかし ,試験体 R04WE-P200SRのようにコンク

リート増し打ち部を閉鎖型の横補強筋で横拘束

すると (Table 2参照 ), コンクリート強度が低く

ても曲げ圧壊損傷を防止でき,Fig. 2に示すよう

なV-R曲線が得られたものと推定される。一方,

補強筋が配筋されているにも関わらず部材角 R

の増大とともに水平耐力が低下している試験体

R04WC-P200SRは,横補強筋が閉鎖型に配筋さ

れていないために，横拘束効果が期待できない

からと考えられる。

4. 解析的検討

袖壁の取り付き位置に関わらず , 耐震補強後

の試験体に関する水平耐力や靭性などの耐震性

能に及ぼす影響は小さい。また,袖壁の取り付き

方まで簡易的な解析に反映させるのは困難であ

るため，本解析では，袖壁の取り付き方は考慮し

ないことにする。したがって，3節で集約した 2

つの課題，すなわち，1)増し打ちコンクリート

部のあと施工アンカーと補強筋の効果，2)増し

打ちコンクリート強度と横拘束効果の 2 点に

絞って解析的な検討を行う。なお，本試験体に採

用したあと施工アンカーは接着系アンカーであ

り，上下スタブにそれぞれ樹脂カプセルアン

カーにより定着させた。

4.1 あと施工アンカーの引張耐力 Ta

袖壁のコンクリート増し打ち部に用いたあと

施工アンカーの引張耐力 Taを，日本建築防災協

会の耐震改修設計指針3)に基づいて評価する。こ

の指針式では 1)鋼材の引張耐力 Ta1，2)コンク

リートのコーン状破壊耐力 Ta2，3)接着系アン

カーの付着力 Ta3のうち，最小強度により，あと

施工アンカーの引張耐力 Taを評価する。これら

の評価式を文献 3)から，(1)式に転記する。

　R 0 3 シリーズの試験体では，あと施工アン

カーの穿孔深さを90mmで計画したが，実際は最

小で 30mm，最大で 50mmであった。計画した穿

孔深さ 90mm(le=80mm)と実際の最小穿孔深さ

30mm(le=20mm)での計算結果をTable 3に示す。

また，計画通りの穿孔深さ100mm(le=87mm)で施

工した R 0 4 シリーズについても同様に示す。

Table 3から，R03シリーズは，コンクリートの

コーン状破壊耐力 Ta2で決まり，R04シリーズも

同様に Ta2で決まる。実験においても，樹脂カプ

セルアンカーの製品規格に従って穿孔深さ

100mmで配筋したが，コーン状破壊とみられる

現象が観察され，大きな補強効果をあまり期待

できなかった。試験体R03WE-P200SRとR04WE-

P200SRの柱側 (Fig. 4に○印で示す )におけるア

ンカー筋のひずみに関する実験結果を，参考ま

でにFig. 3に示す。試験体R03WE-P200SRでは，

アンカー筋が殆ど引張力を負担していないが，

R04WE-P200SRではある程度負担している。

4.2 曲げおよびせん断強度の算定

　実験結果は袖壁の取り付き方に影響されず，3

つのグループに分類されるので (3節参照 )，解析

Fig. 3 Measured strain of  steel anchor

R03WE-P200SR R04WE-P200SR
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σy:アンカー筋の降伏点強度
a0:アンカー筋の断面積， da:アンカー筋の直径
σB:アンカー定着部のコンクリート強度
l:コンクリート穿孔深さ， le:有効埋め込み深さ
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Table 3 Calculated tensile strength of steel anchor

10 25.9 23.0
  1.9

24.2
  6.1R03WE-P200SR

R04WE-P200SR 13 42.0 33.1 40.9

da (mm) Ta1 (kN) Ta2 (kN) Ta3 (kN)le (mm)
80
20
87
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の対象とする試験体は以下の3体とする。あと施

工アンカーもなく補強筋も配筋していないが、

部材角 Rが増大しても初期の水平耐力 400kNが

そのまま保持されている試験体 R03WC-P200S，

水平耐力が 3 0 0 k N 近くまで低下する試験体

R04WE-P200S, コンクリート増し打ち部に，あ

と施工アンカーを利用して補強筋を配筋した試

験体で、部材角 Rが増大しても 400kNの水平耐

力を保持している試験体 R04WE-P200SRの計 3

体である。

　これらの曲げ強度算定時のコンクリート強度

は，耐震補強前の原試験体と増し打ち補強部の

コンクリートシリンダー強度をそれぞれ用い，

この強度にスケール効果に伴う強度低減係数

0.894)を乗じた値を用いる。このコンクリート強

度を用い，Mander式 5)により求めた拘束，非拘

束およびカバーコンクリートの構成則を Fig. 5

に示す。ただし，拘束コンクリートの強度計算に

あたっては，PC鋼棒による能動的横拘束効果は

Richartの 4.1σr
6)により，また有効拘束効果係数

keは，Fig. 4に斜線で示す有効拘束面積を用いて

Mander式 5)により求めた。

Fig. 5に示したコンクリートの構成則と鉄筋に

関する完全弾塑性仮定を用いて，ファイバーモ

デルで補強試験体の曲げ強度を計算し，実験結

果と比較する。曲げ強度の評価は，あと施工アン

カーにより補強筋を配筋した試験体においては，

補強筋がいずれもコーン状破壊をしていると考

えられるので (Table 3参照 )，その時の補強筋の

降伏点強度をコーン状破壊時の引張強度計算値

から求まる 261MPaと見なした。また，Fig. 4に

示す最外縁のアンカー筋は，コーン状破壊によ

りほとんど効いていないと考えられるため無視

した。R04シリーズ試験体は，増し打ち部に普通

コンクリートを用いたため，圧縮強度が小さく，

実験では，部材角 Rが増大するにつれて袖壁外

縁部のコンクリート，すなわちカバーコンク

リートに相当する部分が曲げ圧壊することによ

り，えぐれるように剥離・剥落し，外縁部の PC

鋼棒があらわになった。よって，Fig. 4に縦線で

示す部分 (アンカーの帯筋外縁まで )をカバーコ

ンクリートとみなし，Fig. 5に示すカバーコンク

リートの構成則を適用する。

せん断強度は，補強袖壁付き柱の両面にPC鋼

棒で圧着されている鋼板を，アーチ作用におけ

るコンクリート斜材を拘束する横補強材と見な

す。なお，これらの計算にあたっては，補強試験

体を250×750mmの長方形断面と見なし，AIJ靭

性指針式 7)のアーチ理論を適用する。

せん断強度算定に用いたコンクリート強度は，

曲げ強度評価時と異なり，原試験体部と増し打

ち補強部を，その支配面積で平均化したシリン

ダー強度に，スケール効果に伴う強度低減係数

0.894)を乗じたものを用いた。鋼板や PC鋼棒な

どの横拘束効果は曲げ強度評価と異なり，鋼板

が緊張PC鋼棒により圧着され一体化しているた

め，アーチ機構による圧縮ストラットに直交し

て生じる引張力を鋼板が負担し，コンクリート

に生じるひび割れが抑制されると考えられる。

さらに，緊張PC鋼棒による鋼板の圧着で柱も増

し打ちコンクリート部も横拘束されるので，局

所的にシリンダー強度以上の圧縮応力が発生し

ても許容できることになる。したがって，コンク

リート圧縮強度の有効係数をν0=1.0と仮定する。

これにより曲げ破壊先行型の破壊モードをうま

く表現することが可能になった。しかし，せん断
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Fig. 6 Calculated and experimental results

強度の適切な評価に関しては，更なる検討が必

要である。

Fig. 6に実験結果とともに計算結果を示す。な

お,試験体R03WC-P200Sは増し打ち部のコンク

リート強度が極めて高いので，全断面コンファ

インドコンクリートとして計算した。試験体

R04WE-P200SとR04WE-P200SRは，全断面コン

ファインドコンクリートとして計算した場合と，

カバーコンクリートを考慮した場合の 2ケース

について計算した。その結果，R04シリーズでは

カバーコンクリートを考慮した曲げ強度計算値

でも，実験結果より大きく評価する傾向にある。

これは,試験体R04WE-P200Sは，コンクリート

増し打ち部が無補強配筋にも関わらず，試験体

R04WE-P200SRと同様に補強部に配筋した帯筋

最外縁より外側を , カバーコンクリートと仮定

して計算を行ったためである。すなわち,カバー

コンクリートの考慮範囲が小さい。一方,試験体

R04WE-P200SRは ,アンカー筋のコーン状破壊

を , 靭性に欠けるにも関わらず , 補強筋として

Fig. 4に示す完全弾塑性タイプの構成則に置き換

えたためであると考えられる。

5. 結論

1)柱に取り付く袖壁の位置に関わらず，増し打

ちしたコンクリートに緊張PC鋼棒を利用し，鋼

板を圧着する本耐震補強法は，高耐力・高靭性型

耐震補強法として効果的である。

2)あと施工アンカーの定着長さにはコーン状破

壊や付着破壊しないように，十分な配慮が必要

である。

3)部材角が増大しても水平耐力の低下を防止し，

高い靭性を確保するためには袖壁部に増し打ち

するコンクリート外縁の曲げ圧壊を防止するこ

とが重要である。そのためには，圧縮強度が高い

グラウト材を利用するか，普通コンクリートに

横補強筋を閉鎖型に配筋する方が望ましい。
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